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病院歯科受診患者におけるマルチモビディティに関する

実態と今後の課題 

 

松 本 耕 祐 
 

キーワード：マルチモビディティ、病院歯科、併存疾患パターン、クラスター分析 

 

１１．．ははじじめめにに 

マルチモビディティとは複数の慢性疾患が個人に併存しており、診療の中心となる

疾患を特定できない状態（Barnett ら 2012）である。本邦の疫学調査では 65 歳以上に

おけるマルチモビディティの有病率は 62.8％という報告（Aoki ら 2018）があり、我

が国では高齢者の増加と疾病構造の変化に伴い今後の増加が見込まれている。 

これは、医師が診察する患者には高い頻度で専門外の疾患が併存していることを意

味し、複雑な事例では現場の医療者を悩ませる。また、マルチモビディティには QOL

の低下やコストの増加、死亡率の上昇など望ましくない臨床的アウトカムを生じやす

いことについて認識や配慮が必要になる。 

さらに、単一の疾患に対する診療ガイドラインに準じたアプローチを組み合わせる

のみでは、そのマネジメントに限界を生ずることも多く（Barnett ら 2012）、各患者に

併存している疾患相互への影響、治療やサポート体制とアウトカムに関する研究が期

待されている（木村 2019）。 

マルチモビディティの高齢者が増加する社会において、歯科医療現場での診療や他

職種連携を効率的に行うためには、本邦での歯科臨床現場におけるマルチモビディテ

ィ患者の実態把握に意義がある。 

すでに海外では、マルチモビディティ患者における歯科受診と医療費の関連性

（Soley ら 2021）や、マルチモビディティの患者に対する口腔ケアモデルの必要性

（Gill ら 2020）、歯科専門職の教育や研究に関する報告（Watt ら 2020）などがある

が、本邦では単一の疾患や薬剤の研究や歯科診療ガイドライン（日本歯科医学会）は

あるが、歯科患者を対象としたマルチモビディティに関する報告はない。 
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「歯科医療提供体制等に関する検討会」（厚生労働省 2023）によると、高齢者は基

礎疾患に伴う健康状態や日常生活自立度の変化、診療所以外に居宅や介護保険施設で

の訪問歯科診療等、歯科保健医療を提供する場所も多岐にわたり、各ライフステージ

における歯科医療の需要に対し、効果的な歯科医療を提供するため信頼性の高いエビ

デンスの蓄積と治療技術の現場へ普及が重要としている。 

2020 年の全国の届出（厚生労働省 2020①）では「歯科医師数」107,433 人のうち病

院の従事者は 12,329 人（11.5％）、そのうち医育機関附属病院を除く病院勤務者は

3,230 人（3.0％）であった。 

勤務施設別の歯科医師数の年次推移では、歯科診療所は 67,899 施設と年々増加の

一方で、歯科系の診療科を標榜する病院数は全国で 1,867 施設であり、全病院の 2 割

程度にとどまる（厚生労働省 2021①）。病院歯科は、地域の歯科診療所や院内他科か

らの紹介が多く、診療内容としては口腔外科など専門的治療と有病者への歯科治療や

入院患者の口腔管理に大別され、マルチモビディティ患者の割合は高いことが予想さ

れる。しかし、複雑な状況にあるマルチモビディティ患者が増える我が国において、

少数の病院歯科だけで治療を行うことは困難であり、歯科診療所との連携や後方支援

機能が病院歯科に求められる。 

そこで本研究では、マルチモビディティ患者の受診率の高い病院歯科において、マ

ルチモビディティ患者の病院歯科受療の実態を明らかにすることで、併存疾患パター

ンの探索を行う。同時に、歯科診療の複雑さを増す要因について、全身疾患だけでな

く日常生活の因子や歯科的因子を含め探索し、病院歯科における診療や連携の在り方

や課題を検討することを目的とした。 

 

２２．．研研究究対対象象おおよよびび方方法法                                              

22--11..  調調査査対対象象  

2022 年 4 月～2022 年 6 月の３か月間に JCHO 神戸中央病院歯科口腔外科外来初診患

者 512 名を対象とした。 

 

22--22..  調調査査デデーータタ  

病院の診療録と医事課情報から、性別、年齢、生活環境（自宅、病院、施設）、併存
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疾患（後述の 17 項目）、薬剤数、紹介元（院内または院外、医科または歯科、非紹介）、

情報連携数、歯科疾患区分（口腔外科疾患、一般歯科疾患等、周術期口腔機能管理、

入院中口腔管理）歯科処置区分（口腔外科処置、非侵襲的治療、外来一般歯科治療、

周術期口腔機能管理、入院中の一般歯科治療）、かかりつけ歯科の有無（有、無、不明）、

診療時間、歯科診療点数（初診から３か月分の合計）のデータ収集を行った。 

なお、入院患者については、入院主病名と日常生活自立度1、看護必要度（入院日も

しくは、歯科紹介日の総点数）のデータ収集を行った。 

併存疾患は Aoki らの報告(2018)を参考に、高血圧、糖尿病、脂質異常症、脳血管疾

患、心疾患、慢性呼吸器疾患、消化器疾患、腎臓病、泌尿器科疾患、関節炎やリウマ

チ、腰椎・腰部疾患、神経疾患、精神疾患、内分泌疾患、悪性腫瘍、眼疾患、皮膚疾

患の 17 を対象とした。 

 

22--33..  統統計計的的分分析析  

併存疾患パターンの探索では、非階層型 k-means 法を用い、クラスター数を 5、反

復回数の上限を 20 に設定してクラスター分析を行った。 

また、歯科診療における複雑さに関連するアウトカムとしては、情報連携回数、歯

科診療点数を目的変数に設定し、影響が予想される項目を説明変数として重回帰分析

を行った。 

 

22--44..  倫倫理理的的配配慮慮  

本研究は、兵庫県立大学大学院社会科学研究科に設置される研究倫理審査委員会の

審査結果に基づき実施した（2023-0008）。 また、JCHO 神戸中央病院の倫理委員会の

承認を受けている。 

 
1 日常生活自立度とは、高齢者の健康状態や介護の必要性を臨床家が簡易に評価するために用いられてきた指標。具体

的には、高齢者の日常生活における機能や能力を示すもので、自立、要監護、要部分介護、要介護、全介護の 5 段階に

分類される。 
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３３．．結結果果おおよよびびデデーータタ分分析析  

33--11..  病病院院歯歯科科のの医医療療圏圏とと病病院院のの医医科科患患者者構構成成  

JCHO 神戸中央病院のある神戸市北区鈴蘭台地区は、神戸市の他区と比べ山上にあり、

交通網にも制限がある。また、他区への通勤や通学等の移動は多いため、歯科口腔外

科の患者についても他区からの流入よりも流出の方が多いと推測される。 

近隣の歯科口腔外科を標榜する病院としては、同区に済生会兵庫県病院があり、車

で 30 分程度離れた距離にある。また、他区だが車で 15 分程度の距離にある大学病院

や鉄道利用で最も近い川崎病院もあるが、ともに山を下りた地域に位置し、歯科口腔

外科としての競合は少ない地理的環境にある（図１）。 

 

 

図１：近隣の歯科口腔外科を標榜する病院 

（出典：地域医療情報システム神戸医療圏を元に著者作成） 

 

病院情報局により検索した JCHO 神戸中央病院の 2021 年の診療実績を示す(図２)。

循環器系、耳鼻咽喉科系、血液系といった医療圏シェア（折れ線グラフ）の高い疾病

順に並んでいるが、月平均患者数（棒グラフ）でみると消化器系、循環器系、腎・尿

路系、神経系の順に患者数の多い病院であり、その患者数と医療的意義の両方でバラ

ンスの取れた歯科介入を考える必要がある。 
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図２：JCHO 神戸中央病院の疾患別の医療圏シェアと平均患者数 

（出典：病院情報局のデータをもとに著者作成） 

 

JCHO 神戸中央病院歯科口腔外科は二次医療機関の歯科であり、健常者や小児の一般

歯科治療や予防歯科などかかりつけ歯科医院としての機能を持たず、口腔外科疾患の

治療や有病者の歯科治療を目的とする院外からの紹介患者が多い。本調査の対象では、

全患者のうち約半数が同院 30 分圏内の歯科診療所からの紹介であった（図３）。 

地域の他施設との円滑な連携を継続するために、救急や複雑な事例についての気軽

な相談や迅速な受け入れ体制の構築、多職種間の仲介など、コアサービスである診療

以外の課題も解決できるサブサービス向上に務めている。 

 

 

図３：紹介元施設からの病院までのアクセス時間別の患者数（出典：著者作成） 
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33--22..病病院院歯歯科科のの SSWWOOTT 分分析析ととポポジジシショョンン分分析析  

病院歯科では、口腔外科疾患を専門とすることが多い。同院でも智歯抜歯や顎骨の

処置等専門性の高い口腔外科の診療を核としている。これに関連し、処置の侵襲度や

病気の重症度の高い場合は、全身麻酔下での手術や入院治療ができることも強みであ

り、歯科業界での専有性は高い。また、全身疾患に対する知識や対応、他職種連携が

容易であることが病院歯科の最大の強みである。 

一方、歯科診療所が専門とする一般歯科治療の頻度は低く、それらに関する診療機

器や材料、技能については弱みである。さらに、歯科医師は医局人事であるため人材

の定着が難しく、また大型診療機器の経年劣化による故障で診療収益への影響やコス

ト増大に直結することも弱みである。 

外部環境として、2022 年の診療報酬改定では、智歯抜歯等の口腔外科手術が加点さ

れたことは経営的に追い風であったが、従来と変わらず医科と比べ全体的に歯科診療

報酬が低く、病院内でプロフィットセンターとしての役割を果たすことは容易ではな

い。また、歯科衛生士については人材不足であることと、単独では歯科診療報酬に反

映されないため病院での仕事量とサービス価値が不明確であることに課題がある。 

以上から同院における病院歯科の SWOT 分析から、診療機器の買い替えと医療安全

を徹底した上で、これまで通り強みとする口腔外科診療を進めるとともに、歯科医師

の能力均等化や、歯科衛生士や歯科助手が歯科診療以外の業務に携われるジェネラリ

ストとなるための OJT の構築を行うことを戦略として挙げられる。受付業務では、日々

の勤務職員数と患者数のアンバランスを回避する予約システムの構築と業務の自動化

推進が考えられる。 

本研究対象患者の半数以上が 60 歳以上の高齢者であるが、智歯抜歯を受ける患者

は青年期から壮年期が多く、また幼児や小児も口腔顔面外傷や過剰歯抜歯等のため一

定数受診し、あらゆる年齢層を対象とした外科系の診療科と言える。 

患者の特徴とサービスの種類で歯科業界を細分化し、歯科診療所と JCHO 神戸中央

病院歯科口腔外科を比較すると（図４）、有病者の摂食嚥下や在宅介護者の摂食嚥下や

口腔外科が地域でカバーできていない可能性があり（図４の斜線）、外来での摂食嚥下

の受け入れができる体制作りと病院歯科として訪問診療の可能性を検討する必要があ

る。 
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図４：一般歯科診療所と病院歯科の位置取りを業界細分化で表現（出典：著者作成） 

  

33--33..  病病院院歯歯科科受受診診患患者者のの現現状状  

33--33--11..  患患者者基基本本情情報報とと日日常常生生活活デデーータタ（（表表１１））  

512 例の対象の内訳は男性 236 例、女性 276 例、年齢は１-103 歳であり、院外受診、

院内紹介、検診で区分すると、院外では女性の比率がやや高く、院内ではほぼ同数、

平均年齢は院外と比べ、院内患者は 20 歳以上高かった。 

生活環境としては、自宅 320 例、病院 170 例、介護施設 16 例と続いていた。179 例

（96.2％）が院内もしくは附属老健施設からの患者であり、他の病院の入院患者や介

護施設入居者の受診率は低かった。 

高齢者の生活自立度（寝たきり度）を示す日常生活自立度では、自立度 J 以上の 227

例のうち、B 以上（寝たきり区分）の割合が 39.2％であった。 

なお本研究では、日常生活にまったく障害のない患者や高齢者以外を 0 としたが、

その患者数は 285 例（55.6％）であった。 

また必要な看護サービスの量を推定し、患者の重症度を示す看護必要度の得点は、

院内の入院患者 174 例は、0 点：58 例、1-4 点：39 例、5-9 点：61 例、10 点以上：16

例であり、5 点以上が 44.3％と示された。 
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表１：基本情報と日常生活データ 

 

出典：著者作成 

 

33--33--22..  併併存存疾疾患患数数とと薬薬剤剤数数ののデデーータタ（（表表22））  

歯科疾患を除いた併存疾患数は 0-7 種であり、多疾患併存（2 種以上）の有病率は

全対象者（512 例）中、292 例（57.0％）、60 歳以上（333 例）では 264 例（79.3％）、

80 歳以上（160 例）では 145 例（90.6％）であった。 

紹介元で分けた多疾患併存の有病率は、院外患者では 308 例中 129 例（41.88％）、

院内患者では 197 例中 163 例（82.74％）となり、併存疾患の平均数は、院外受診患者

が 1.63 に対し、院内紹介患者が 3.04 と約 2 倍高かった。 

疾患別数では、多い順に高血圧、消化器疾患、腰椎・腰部疾患、心疾患、脂質異常

症、悪性疾患であった。 

薬剤数は、0、1-4 種、5-9 種、10 種以上に区分し、全対象者では、10 種以上の服薬
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者 51 例（10％）以外の人数はほぼ均等であったが、院外受診患者では薬剤数 0 と 1-4

種の区分で 238 例（77％）に対し、院内紹介では薬剤数 1-4、5-9 の区分に 153 例（77％）

と併存疾患数と同様、院外と比べ院内患者の平均薬剤数は約２倍高かった。 

 

表 2：併存疾患と薬剤数（左）と疾患別の有病者数（右） 

   

出典：著者作成 

33--33--33..  歯歯科科関関連連デデーータタ（（表表33））  

歯科疾患は、院外患者で最も多い口腔外科疾患 220 例と一般歯科疾患等 95 例に分

けられ、院内患者では周術期口腔機能管理 116 例とその他入院患者を対象とした一般

歯科疾患（歯周病、う蝕、義歯関連）や口腔外科疾患を合わせた 81 例に分けられた。 

歯科処置について、院外患者では口腔外科処置と非侵襲的治療等 297 例（94.3％）

を占め、外来一般歯科治療については 18 例（5.7％）と少なかった。院内患者では周

術期口腔機能管理 116 例、入院中の一般歯科治療 55 例で 86.8％を占めていた。 

初診時診療時間は、記録された診療時間における実際の運用方法に問題があること

が分かり、信頼性の高い項目ではないが、有効患者数は 232 例（45.3％）で平均値は

40 分程度であった。歯科診療点数（３か月分）の平均値は、院外受診患者の点数が院

内患者より 750 点ほど高かった。 
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表３：歯科関連データ 

 

出典：著者作成 

 

33--33--44..  連連携携にに関関すするるデデーータタ（（表表４４））  

紹介元内訳は、歯科医院 257 例、院内医科 188 例、非紹介 36 例、附属老健施設 9

例、地域医科８例、職員７例、健診７例であった。 

院内他部署や他の医療機関等との情報連携回数では、403 例（78.7％）で通常の紹

介と返信という１組の連携を行っており、35 例（6.8％）が全く情報連携しておらず、

また 67 例（13.1％）が 2 回以上、行っていた。 

また、紹介元以外との情報連携数を集計すると、１回が 68 例、２回が 6 例、３回が

１例であり、全体の 14.6％であった。 

かかりつけ歯科については、「無し」または、「不明」が 148 例（28.5％）であり、

そのうち院内紹介の患者が 121 例を占めていた。 
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また 67 例（13.1％）が 2 回以上、行っていた。 

また、紹介元以外との情報連携数を集計すると、１回が 68 例、２回が 6 例、３回が
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かかりつけ歯科については、「無し」または、「不明」が 148 例（28.5％）であり、

そのうち院内紹介の患者が 121 例を占めていた。 
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表４：連携に関するデータ 

 
出典：著者作成 

 

33--44..  病病院院歯歯科科受受診診患患者者のの併併存存疾疾患患パパタターーンンのの探探索索（（図図 55、、表表 55））  

33--44--11..  ククララススタターー分分析析にによよるる6600歳歳以以上上のの患患者者のの併併存存疾疾患患パパタターーンン  

年代別患者数と多疾患併存患者数を図５に示す。多疾患併存患者率について 40-50

代では 77 例中 22 例（28.6％）に対し、60-70 代で 173 例中 119 例（68.8％）と劇的

に高くなった。 

そこで本調査では 60 歳以上にしぼった患者 333 例についてクラスター分析を行い、

併存疾患パターンの探索を行った。各クラスター内で患者の有病率が最多のものを主

疾患とし、各クラスター内で 70％以上、50%以上、30％以上の有病率で区分された疾

患を併存疾患パターンに加えた（表５：各クラスター内で 70％以上の有病率の疾患を

濃色無地に、50％以上の疾患は斜線柄に、30％以上の疾患をドットに背景区分した）。 

 各クラスターの併存疾患パターンを要約し、特徴を列挙したものを表６に示した。

クラスター２－５は、主たる疾患が明らかな併存疾患パターンであったが、クラスタ

ー１では主となる疾患が 50％に至らず、多数の疾患が混在する併存疾患群となった。 

患者数では、クラスター1 が 110 例（33％）で最も多く、クラスター4 が 25 例（7.5％）

で最も少なかった。 
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平均年齢、併存疾患数、薬剤数は、クラスター3 が平均年齢、81.09 歳、併存疾患数

4.00、薬剤数 7.05 で最も高かった。クラスター1 は、それぞれ平均年齢 77.05 歳、併

存疾患数 1.72、薬剤数 3.66 で最も低かった（表 5）。 

日常生活自立度 B 以上と看護必要度 5 点以上の割合は、クラスター2 がそれぞれ

37.2％、44.1％で最も高かった(表 5)。 

歯科処置と併存疾患パターンの関係について、クラスター2 では口腔外科処置が

14％で、それ以外のクラスターでは約 30％を占めていた（表 5）。 

またクラスター2 は、周術期口腔機能管理と入院中の一般歯科治療の比率や診療時

間が最も高く、診療点数も比較的高かった。情報連携数はクラスター3 の平均値が最

も高かった（表 5）。 

年代別の各疾患パターンの割合（図 6）は、60 代ではクラスター1 が約半数を占め、

70 代、80 代、90 歳以上ではクラスター1 に加え 3、5 の割合が高かった。 

 

 

図 5：年代別患者数と多疾患併存患者数（出典：著者作成） 
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表 5：クラスター分析による併存疾患パターンと内訳 

 

出典：著者作成 

 

表 6：各クラスターの疾患要約と特徴  

 

出典：著者作成 
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図６：年代別の併存疾患パターンの内訳（出典：著者作成） 

 

33--44--22..  6600歳歳以以上上のの院院外外患患者者のの併併存存疾疾患患パパタターーンンのの関関係係  

60 歳以上の院外患者（155 例）のマルチモビディティの有病者数は 106 例

（68.4％）であり、併存疾患パターンの内訳を表 7 に示した。患者数では、クラスタ

ー1 が 63 例（40.6％）で最も多く、クラスター2 が 7 例（4.5％）で最も少なかっ

た。 

併存疾患数の平均値は、クラスター1 が 1.4 で最も低く、クラスター3 が 6.1 で最

も高かった。薬剤数の平均値も、クラスター1 が 2.1 と最も低く、クラスター2、3、

5 が 3 倍ほど高かった。 

クラスター2 と 3 は、口腔外科処置の割合が高かった。クラスター2 は診療点数と

診療時間が最も高かった。情報連携数の平均値や、紹介元以外との情報連携数の平均

値は、クラスター3 が最も高かった。 
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図６：年代別の併存疾患パターンの内訳（出典：著者作成） 
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表７:院外患者におけるクラスター分析による併存疾患パターンの内訳 

 

出典：著者作成 

 

33--44--33..  入入院院患患者者のの主主病病名名やや看看護護必必要要度度とと併併存存疾疾患患パパタターーンンのの関関係係  

入院患者の主病名の内訳を表８に示す。整形外科や消化器外科で手術する入院主病

名が上位を占め、脳神経外科や脳神経内科主科とする神経系疾患や呼吸器内科、総合

内科を主科とする呼吸器系疾患が続いて多かった（表８）。 

同院の疾患別患者数が多い消化器系、循環器系、神経系、腎・尿路系の患者につい

て（図２）、消化器系と神経系患者では実際の歯科受診数は上位にあったが、循環器系

と腎・尿路系では、実際の歯科患者数は少なかった（表８）。 
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表８：歯科受診をした入院患者の主病名内訳 

 

出典：著者作成 

 

60 歳以上の院内患者（178 例）のマルチモビディティの有病者数は 158 例（88.8％）

であり、併存疾患パターンの内訳を表 9 に示した。患者数では、クラスター5 が 56 例

（31.4％）で最も多く、クラスター4 が 10 例（5.6％）で最も少なかった。 

クラスター1 は全対象者では、平均年齢、併存疾患数、薬剤数の平均値が最も低か

ったが、院内だけでは、併存疾患数の平均値 2.1 のみが最も低かった。 

日常生活自立度 B 以上と看護必要度 5 点以上の割合は、クラスター1 がそれぞれ

51.1％、55.3％で最も高かった。 

クラスター3 と 4 は、周術期口腔機能管理の割合が低く、点数も他の群と比べ低か

った。かかりつけ歯科有の割合が最も高かったのがクラスター2、最も低かったのはク

ラスター1 であった。 
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表９：院内患者におけるクラスター分析による併存疾患パターンの内訳 

 

出典：著者作成 

 

入院主病名別での併存疾患パターン内訳では（図 7）、消化器系疾患、筋骨格筋疾患、

血液造血器疾患、循環器疾患は、主病名がクラスター内で主疾患に関連するものとな

っていた。一方、神経系疾患と呼吸器系疾患は、20 例以上の患者数を認めているが、

クラスター分類で主の疾患にならず分散していた。 

 

 

図７:入院主病名と併存疾患パターンの関係（出典：著者作成） 
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看護必要度の情報が得られた 60 歳以上の 162 例について、併存疾患パターンとの

関係を図 8 に示した。総点数 0-3 ではクラスター5 が多く、総点数 4－5 ではクラスタ

ー3 が、総点数 6 以上ではクラスター1 やクラスター2 が多くを占めていた。 

 

 

図 8：看護必要度総点数と併存疾患パターンの関係（出典：著者作成） 

 

33--55..  病病院院歯歯科科診診療療ににおおいいてて情情報報連連携携回回数数にに関関連連すするる因因子子のの統統計計的的探探索索  

60 歳以上を対象に、情報連携回数(図 9)と、初診から 3 か月間の歯科診療点数合計

（図 10）を目的変数に設定し、重回帰分析を行った。 

 

 

図９：情報連携回数に影響を及ぼす因子の探索（出典：著者作成） 
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周術期⼝腔機能管理 0.2856 0.0659 0.2390 0.1561 0.4152 18.8040 4.3364 P < 0.001 ** 0.8066 1.2398
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図 10：歯科診療点数に影響を及ぼす因子の探索（出典：著者作成） 

 

歯科処置の中で口腔外科処置と周術期口腔機能管理が、疾患併存パターンの中で

はクラスター1 が、日常的生活データ中では日常生活自立度 B 以上であることが、

情報連携回数に強く影響することが統計的に示唆された。なお、クラスター1 には

負の関係があった。 

また、歯科処置の口腔外科処置と周術期口腔機能管理が、また日常生活自立度 B

以上が、歯科診療点数に強く影響することが統計的に示唆された。 

  

44．．考考察察  

44--11 病病院院歯歯科科受受診診患患者者をを対対象象ととししたた多多疾疾患患併併存存のの有有病病率率とと調調査査方方法法のの文文献献的的考考察察  

マルチモビディティの定義は、システマティックレビュー（Chua et al 2021)によ

ると、３疾患以上とする論文（Ryan et al 2018）もあるが、20 論文のうち 18 論文

で２つ以上の疾患としており、本研究でもそれに従った。 

歯科疾患患者に関するマルチモビディティの報告は、調査可能な範囲では認めるこ

とはできず、本研究は本邦での病院歯科患者を対象としたマルチモビディティに関す

る初めての調査であったと考える。 

本研究におけるマルチモビディティの有病率は、全対象者の 57.0％、60 歳以上の

79.3％、80 歳以上の 90.6％であることが示された。表 10 に Chua らシステマティッ

クレビュー（Chua ら 2021）に取り上げられた 2015 年以降の論文と、同時期に報告さ

れた本邦の Aoki らの論文を加えたものを示した。 

本邦における一般人口を対象とした調査について、Aoki らの報告（Aoki et al 2018）

では、全対象者の 29.9％、65 歳以上では 62.8％、また Mitsutake らの報告（Mitsutake 

et al 2019）では、75 歳以上で 80.2％の結果であり、本研究では、全ての年代におい

偏回帰係数の95%信頼区間 偏回帰係数の有意性の検定 *：P<0.05 共線性の統計量
変 数 偏回帰係数 標準誤差 標準偏回帰係数 下限値 上限値 F 値 t 値 P 値 **：P<0.01 トレランス VIF

⽇常⽣活⾃⽴度B以上 677.9939 300.4450 0.1188 86.9516 1269.0363 5.0924 2.2566 0.0247 * 0.9452 1.0580
クラスター3 471.5169 340.5157 0.0713 -198.3534 1141.3872 1.9174 1.3847 0.1671 0.9873 1.0128
⼝腔外科処置 2271.3861 321.1067 0.4104 1639.6976 2903.0745 50.0361 7.0736 P < 0.001 ** 0.7784 1.2847

周術期⼝腔機能管理 863.7194 309.5614 0.1584 254.7431 1472.6957 7.7849 2.7901 0.0056 ** 0.8132 1.2297
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て歯科患者のマルチモビディティの有病率は高く、病院歯科での治療を必要とする患

者の併存疾患数は多く、診療の複雑性を増しているものと考える。 

また歯周病やう蝕を主とする大多数の歯科疾患患者を対象とする場合は、一般歯科

診療所での調査が必要で今後の研究課題と考える。 

Chua らのシステマティックレビュー（Chua 2021）では、大規模データを使用した

研究を対象としており、マルチモビディティの有病率は 15.3％から 93.1％と幅があ

り、有病率、定義、手法に幅があり統一が必要であると述べている。また Fortin らの

レビュー（Fortin 2012)では、調査方法の違いが結果に大きく影響すると述べている。

本研究でも表 10 に示したように、対象の分類方法によって、マルチモビディティの有

病率は大きく変わる（41.9－90.6％）ため、調査目的によって、対象者を制限する必

要があると考えた。 

本研究では、併存疾患パターンを決める事と複雑性を増す因子の探索が目的であり、

併存疾患率の高い 60 歳以上の有病率 79.3％が病院歯科の実臨床において重要な指標

になると考えた。 

サンプルサイズについては、システマティックレビューによると Chua らの 2015 年

以降では 916616－から>10,000,000（表 10）、 Nguyen らは 264-162,464(Nguyen et al 

2019）、Singh の中東地域のレビューでは 354-796,427（Singh et al, 2022）と結果は

様々であった。 

この結果からは、本研究のサンプル数が少なく信頼性の低い可能性は否めない。サ

ンプル数の少ない理由は、同院の歯科受診患者情報について、一部を除き歯科関連情

報は CP でのデータ収集が可能であったが、日常生活情報、併存疾患や薬剤等は、カル

テ記載文やスキャン資料を調べる必要があり、他の多くの論文のような大規模調査は

難しかった。本研究では 3 ヶ月で 512 例だったので、1 年間 2000 例が今後の研究のサ

ンプル数の目標になると考える。 

また、本研究では、全ての対象が歯科疾患を持つため併存疾患パターンには含めず

分析を行った。なお、歯科疾患を併存疾患の一つに加えた場合、マルチモビディティ

の有病率は全対象中 378 例（73.8%）、60 歳以上では 313 例(94.0％)、80 歳以上では

160 例（100％）とさらに上がり、60 歳以上では歯科疾患のみで方針を決定できること

は極めて少ないといえる。 

口腔の状態が他の慢性疾患とどのようにクラスター化し、どのような経路を共有し

ているかの研究を進めるために口腔の健康状態をマルチモビディティの研究に含める

必要性を記述した報告（Watt et al, 2020）はある。 
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今回の結果からも、歯科疾患とその処置を考えるうえで、他の全身疾患や日常生活

から影響を受け診療計画や多職種連携の複雑性を増すことから、今後の一般人口を対

象とした研究では歯科疾患も疾患の 1 つに入れることを提案する。 

 

表 10 マルチモビディティに関する研究報告の詳細 

 

出典：Chua らのシステマティックレビュー（2021）をもとに、2015－2019 年の論文を抽出し、自

験例を追加したものを著者作成 

 

院内患者におけるマルチモビディティの有病率、併存疾患数と薬剤数の平均値が、

院外患者の約 2 倍高かったが（表２）、院内入院患者は急性期治療を受けている高齢者

は多く身体的な複雑性は高いと考える。 

例えば、循環器疾患は、感染性心内膜炎予防や歯周病の大動脈血管障害への影響の

可能性（Roth 2007）や初回心筋梗塞発症との関係（Rydén 2016）など報告があり歯科

的意義がある。また腎臓病や透析患者は、歯科治療時や投薬に注意を要するため病院

歯科として積極的に介入する医学的意義はある。以上から患者数に見合った循環器と

腎尿路系疾患患者の院内紹介を進める方法を検討する必要がある。 

一方、歯科診療時の情報収集や連携は、院内患者の方が同施設内に多くの情報があ

るため円滑進み、院外患者の方が連携の複雑さが高い可能性があると考える。 

しかし、かかりつけ歯科については、「無し」と「不明」が院外患者では 27 例（8.6％）
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に対し、院内患者では 121 例（61.4％）と高かった（表４）。 

総合病院入院患者を調査した報告（小池ら,2020）では、かかりつけ歯科「有り」が

80.5％とする報告があり、同院でも実際には同率程度だと考えると、個々の入院患者

についてかかりつけ歯科の把握が不十分であり、退院後も歯科受診が身体的に必要な

院内患者が歯科連携のとりづらい状況にあり方策が必要と考えられる。 

入院患者の退院時に歯科紹介率を向上させる方策としては、対象患者の抽出に課題

があり、入院患者への独自のアセスメントツールを使用する報告（内田ら,2018）もあ

るが、病院における看護師や歯科衛生士による抽出は、共通指標である看護必要度を

使用したシステマティックな方法も選択肢のひとつと考える。 

 

44--22  各各ククララススタターーのの特特徴徴にに基基づづいいたた病病院院歯歯科科のの診診療療体体制制  

本研究では Aoki らの報告を参考にし、分類疾患と併存疾患のクラスターを 5 つに

設定した。Aoki らは、18 歳以上の一般人口を対象とし、１：循環器・腎臓・代謝疾患、

２：神経性心疾患、３：骨格・関節・消化器系疾患、４：呼吸器・皮膚系疾患、５：

悪性腫瘍・消化器系疾患・泌尿器科疾患のパターンに区分される結果となったが、本

研究では同院の歯科受診患者の併存疾患の特徴が不明確にならないよう多疾患併存の

有病率の高い 60 歳以上を対象としクラスター分析を行った。 

分析方法は、人間が教師となって正解データをラベリングするクラス分類とは異な

り、クラスター分析は教師なしでの分類で、クラスターの意味は人間が解釈する必要

がある。 

疾患にはそれぞれ医学的つながりはあるが、併存疾患パターンは、各調査対象の地

域、病院、診療科によって異なるため、分類後に実臨床に則して意味を与えるクラス

ター分析を今回は用いた。 

各クラスターの特徴を表 6 に示しているが、各特徴に基づいた病院歯科で行う診療

の戦略を考察した。 

クラスター1 は 30％以上の患者で腰椎・腰部疾患を有しており、それ以外の疾患は

少数で多様な併存パターンをとるのが特徴だった。平均年齢や併存疾患数、薬剤数の

平均値も最も低い群で、情報連携の必要性が低く複雑性の低い群と言え、システマテ

ィックな診療対応と、歯科診療所との協働が進められるクラスターと考える。 

クラスター2 は、悪性疾患に対する手術や化学療法中の入院患者が主であり、併存

疾患である高血圧や糖尿病のコントロール状況は全身状態にも影響する。周術期口腔
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機能管理の受療者が多く、口腔ケアや抜歯等を行うタイミングを計画するために院内

の他職種とのタイムリーな情報収集を行うとともに迅速に動ける体制を必要とする。

また、他のクラスターと比して日常生活自立度、看護必要度も高く（図 4）、認知症の

ある場合も多く、医師だけでなく病棟看護師、介護職員、家族とも密な連携を必要と

する複雑性の高いパターンと考える。 

このクラスター2 の特徴に対し、病院の歯科衛生士は病棟での口腔ケアのプレイン

グマネージャーであるとともに、退院時は院内他職種と地域歯科診療所をつなぐコー

ディネーターとして機能できるため中心的職種といえる。また悪性疾患入院患者を全

て見る事は難しく、がん治療前連携によるスクリーニングと歯科衛生士の配置が有効

とする報告もあり（江戸ら 2023）仕組みを作ることが考えられる。 

クラスター3 は、心疾患、高血圧、脂質異常症を高い確率で有し、疾患数と薬剤数

の平均値が最も高く、口腔外科処置の割合も高い群であった。口腔外科処置を含め歯

科治療とは、血圧の変動や心臓への影響が危惧され、かかりつけ医師から全身情報収

集や血圧コントロール等を依頼することも少なくない。 

病院歯科を受診する患者には抗血栓療法を受けている割合も高い。歯科で抜歯を行

う場合にも抗血小板薬や抗凝固薬を継続する事が多く（日本有病者歯科医療学会，

2020）、止血処置や術後出血に対応できる診療体制と、要介護状態や一人暮らしなど不

安のある場合に入院下で処置する体制を必要とする。 

クラスター3 では、全身の状態や投薬内容に関する医科との連携、歯科治療の侵襲

度や止血対応、通院か入院かなど複雑性は高く、歯科処置中の全身状態の変化にも注

意を要するパターンであり、病院歯科が担うことが望ましいと考える。しかし、生活

環境の多様化によっては、歯科診療所や訪問診療で対応するケースも増えることが予

想され、病院歯科は、情報提供が容易になる仕組みづくりやバックアップ体制を構築

することが推奨されている（厚生労働省 2023①）。  

クラスター4 は、視覚異常（50％以上）が最も多く、それ以外に精神疾患、皮膚疾

患、脂質異常症を併存する患者群であり、人数は少なかった。精神疾患患者の中には、

口腔内の状態が悪化しやすく、今後歯科受療を増やすことが進められている対象者で

ある。継続的な来院が難しい場合は、口腔清掃指導だけでもオンライン診療で対応で

きる可能性が考えられる。 

クラスター4 では、病院歯科での治療終了後、歯科診療所への引き継ぎを確実に行

うことと、何らかの事情で診療所受診が難しい場合は、病院歯科がかかりつけ歯科と

なり、一人が担当医となって継続的に診ることの可能な体制を作る必要がある。 
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クラスター5 は、クラスター１の次に人数の多い群で、併存疾患数や薬剤数の平均

値も高く、消化器外科での手術に伴う周術期口腔機能管理の割合も高い群である。入

院患者の割合も高いため、院内医科と連携を取りやすく、歯科診療報酬も高い群であ

る。クラスター2 と異なり悪性疾患以外も多く、日常生活自立度や看護必要度の高い

患者割合も低く、入退院時に地域歯科診療所と病院歯科が比較的容易に双方向で連携

できるパターンと考える。 

以上の各パターンを総じて考察すると、クラスター2、3 は、病院歯科の特徴的な設

備やマンパワーを有効に使って診療を進めるマルチモビディティと考える。 

  

44--33..病病院院歯歯科科診診療療時時のの情情報報連連携携にに影影響響すするる因因子子  

情報連携数に影響する正の因子として、日常生活自立度 B 以上と歯科処置の中で口

腔外科処置と周術期口腔機能管理が示された。侵襲度の高い口腔外科処置では事前に

医科に伝え全身状態を確認することも多く、周術期口腔機能管理では病院退院後にか

かりつけ歯科への引き継ぎを行うことで連携数が多くなった要因と考える。    

日常生活自立度 B 以上とは、屋内での生活に何らかの介助を要し、日中もベッド上

での生活が主体であり「寝たきり」に分類され、院外からの紹介の場合は訪問診療医

に意見を求めることや、院内患者の場合は退院後に訪問歯科診療を依頼するケースが

多いと考える。 

一方、クラスター1 は、情報連携数と負の関係を示しており、術前術後に情報連携

を行っていないパターンとなった。クラスター1 の中で最も有病率の高い疾患は、腰

椎・腰部疾患であり、代表疾患として骨粗鬆症や骨折歴のある患者となる。特定の骨

粗鬆症治療薬によって難治性の顎骨壊死のリスクを高めることが広く知られており

（顎骨壊死検討委員会 2023）、病院歯科への紹介も多く実臨床では医科歯科情報連携

やインフォームドコンセントに時間をかける必要がある対象疾患である。 

また、骨折予防のための地域での医科歯科ネットワークの構築（沖本ら 2018）や病

院の骨粗鬆症リエゾンサービスの一員となって貢献できる疾患である。今回の結果は

実臨床と乖離した印象を受けるが、今後症例数を増やした研究を進めるうえで注目す

べき疾患と考えている。 

次に、病院歯科初診から 3 か月間の歯科診療点数の合計を目的変数とした場合、口

腔外科処置と周術期口腔機能管理の歯科処置が影響の強い因子となり、日常生活の状

況やマルチモビディティによる影響は低いという結果であった。 
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べき疾患と考えている。 

次に、病院歯科初診から 3 か月間の歯科診療点数の合計を目的変数とした場合、口

腔外科処置と周術期口腔機能管理の歯科処置が影響の強い因子となり、日常生活の状

況やマルチモビディティによる影響は低いという結果であった。 
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全身疾患や診療困難に関連する歯科診療報酬には、歯科疾患総合管理料（50）や診

療情報共有料（120）、歯科診療特別対応加算（150）があり、院外患者を対象とするこ

とが多い。一方、入院患者の中で手術や化学療法の受療患者を対象とした周術期口腔

機能管理に関する歯科診療報酬は高いが、それ以外の例えば脳神経疾患、呼吸器疾患、

循環器疾患の病状が悪く、要介護度や看護必要度も高い入院患者への診療報酬は比し

て低く、同患者への診療と情報連携にインセンティブを与えることは病院の歯科医療

において効果的と考える。 

今回の研究では、歯科診療の複雑さの評価項目を情報連携数としたが、それ以外に

ある歯科診療点数や今回利用できなかった診療時間などがある。しかし、これらのデ

ータはリアリティが低いと考えた。 

歯科医療業界の複雑さを評価する指標について、歯科診療所や病院歯科の機能と実

績の評価によって構成されるアウトカムの開発が必要と考える。 

  

44--44..病病院院歯歯科科ででのの口口腔腔外外科科処処置置にに関関すするる地地域域他他施施設設ととのの連連携携にに関関すするる課課題題  

歯科口腔外科の院外からの患者 315 例中、非紹介が 36 例のみで約 90％が紹介患者

であった。口腔外科処置（手術）後は週 1 回の間隔で創部の観察と疼痛や感染に対す

る投薬調整を行い、術後１－４週間で終診となることがほとんどである。終診時には、

紹介元への報告とその後の治療依頼を記載した診療情報書をほぼ全員に作成しており、

収集した全身状態の情報も今後の診療に利用できるよう含めている。 

病院歯科との連携に関する森山の報告（森山 2011）では、病院歯科から逆紹介で歯

科診療所に戻ってきた患者は、口腔外科専門医や病院医科主治医とともに病状を把握

しながら、共同で継続して治療に当たれることを利点の一つに挙げている。これは、

手術時だけでなく、歯科診療所の治療のその後のバックアップ及び医科歯科の結節点

となることが病院歯科に期待されていると考える。 

しかし、高齢化とマルチモビディティの患者が増え、多様な療養経緯を辿り病院や

施設を移っていくなかで、歯科情報や歯科診療が途切れない病院歯科は情報の起点と

なる病院歯科と地域の歯科診療所のネットワークを利用した仕組み作りが次の課題と

考える。 
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55．．おおわわりりにに  

JCHO 神戸中央病院歯科口腔外科を受診した 512 例の患者を対象に調査し、歯科での

マルチモビディティの有病率としては初めてとなる調査報告を行った。5 種に分けら

れた疾患併存パターンを示し、各パターンの特徴にあった歯科診療の在り方と今後の

課題について考察した。 

また、歯科診療で複雑性を反映した情報連携数を増やす因子を統計的に探索し、日

常生活の状態や歯科処置内容の影響は示唆されたが、マルチモビディティの影響は認

めなかった。今回の研究方法や結果に汎用性があると考えていないが、今後、増える

ことが予想されるマルチモビディティ患者への歯科診療を積極的に進めるために、対

象患者の見極めと、各マルチモビディティパターンに適した歯科診療を地域で提供で

きるための仕組み作りや研究に役立てばと考えている。 
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